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3つのW（Work・Workforce・Workplace）をめぐる問い

COVID-19の影響は、短期に留まらない。回復・成長の実現には、ポストコロナにおけ
る仕事・要員・職場の在り方の見直しが求められる

RESPONSE RECOVER THRIVE

対応期
～継続性のための準備～

回復期
～学び、より強くなる～

成長期
～ネクスト・ノーマル適応～

• 会社・事業のミッションに直
結する業務・仕事は何か？

• 「元のビジネス・仕事」を
どのように回復するか？

• 将来のビジネスはどのよう
な姿になるか？

• 緊急時において要員管理
は、どのように行うべきか？
（勤怠管理、給与支払等）

• どのようなスキルが求めら
れるか？

• そのスキルはどのように獲
得し得るか？

• 要員管理はどのように変わ
るか？（組織の適応力の向
上、代替リソースの活用等）

• 在宅勤務をどのように実践
すべきか？

• オフィスで行う業務・リモート
で継続される業務は何か？

• それらのハイブリッドは可能
か？

• 「職場」は、将来どのような
姿であるべきか？

Work

（仕事）

Workforce

（要員）

Workplace

（職場）

～18-24カ月後 ～3-5年後現在
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「人事」の検討ポイント

先行き不透明な情勢下では、複数のビジネスシナリオの準備が必要。それらシナリオ
に応じた 要員・人件費の在り方および 人事機能の再定義が不可避となる

経済への深刻なダメージに基づく
事業継続性へのフォーカス

ポストコロナ
（将来）

先行き不透明な経済を見越した
複数のビジネスシナリオの策定

有事対応
（人材確保、在宅対応等）

要員・人件費の止血策の策定
（複数の）ビジネスシナリオに応じた、

要員・人件費の絵姿の描写

今後の組織・人材の在り方を踏まえた
貢献（人事機能の再定義）

ビジネス
シナリオ

要員・人件費
のシナリオ策定

人事機能
の再定義

パンデミック発生
（現在）

1

2

1 2
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要員・人件費のシナリオ策定1
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なぜ短期・中長期の両方を見据えた対応が必要なのか？

業績悪化局面において適切な人件費マネジメントを行うためには、COVID-19への
短期対応と中長期的な成長の両方を見据えた検討を行うことが必要不可欠となる

「短期的」な視点と「中長期的」な視点の両方からの検討を行い、
2つの視点のバランスの取れた計画を要策定

×

×

短期的なコストメリットのみに基づく
過度なダウンサイジング

（業績の向上を見込んだ）
急激な人員拡大

• 想定されるリスク
 企業にとって必要な機能まで
削減してしまう

 人員削減施策の実施等により、
従業員のエンゲージメントや
モチベーションが低下する

• 想定されるリスク
 必要な人数を採用しきれない
 結果として、人的資源の不足
により対応が後手に回り、他社
に遅れをとる

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革5
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短期的な計画や施策を策定する際にも、ビジネス環境などの中長期的な見通しを踏
まえて検討する必要がある

将来のビジネスの
あり方（事業の変化）

将来に向けた
売上・利益目標

①ビジネス環境の変化

今後の組織・人材・働き方
→それに基づく要員人件費計画

標準化 自動化
設備・ツール

導入

③業務・ツールの変化

②
人
に
関
す
る
変
化

人の意識・
価値観の変化

労働人口の減少
必要な機能 コスト制約

≪検討例≫
〇年後の売上増を実現するには、どの程度の人員数が必要か？
〇年後の売上・利益・生産性目標に照らすと、許容人件費はどれくらいか？
中長期的な事業領域の変化を踏まえると、どの領域の人材は維持すべき（削減できない）か？

≪検討例≫
今後XX工程における自動化の設備を導入するとどれくらいの工数削減となり、それによって必要
人員数や業務分担体制はどのように変わるか？

≪

検
討
例≫

今
後
労
働
人
口
が
減
り
若
手
の
採
用
が
難
し
く
な
る
こ
と
を
想
定
す
る
と
、

現
有
人
材
は
ど
の
程
度
雇
用
維
持
す
る
必
要
が
あ
る
か
？

リソースの多様化

要員人件費計画や施策を検討する際の観点例

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革6
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シナリオ検討の方向性イメージ

事業や拠点により、景気後退の影響は異なるため、対応の優先度や度合いは一様で
はないと考えられる

これまでの
経営状況

黒字

赤字

影響小影響大 新型コロナウイルス感染拡大に伴う昨今の景気後退の影響

事業継続に向けた
抜本的なコスト構造見直し

中長期的な競争力維持に向けた
より筋肉質な体制構築

短期的な“止血”の
ための対応

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革7
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検討の全体像

一律に必要施策から検討するのではなく、まずは将来シナリオや施策の
レベル分けを整理し、拠点ごとの相応しい組み合わせを探索する

将来シナリオ（複数パターン） 施策のレベル分け

楽観シナリオ

中間シナリオ

悲観シナリオ

施策リスト Lv.1 Lv.2 Lv.3

賞与原資のXX％削減

XXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXX

• 売上／利益はどの程度落ち込むのか、どの程度回復
するのかについて、複数のシナリオを設定し、それぞ
れにおける許容人件費を算出

• 各拠点で実現可能な施策について、実現難易度やリ
スクを鑑みてレベル分けを実施

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革8
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検討アプローチ

各事業・拠点の状況について情報を収集し、分析・検討のうえ一定の方向性を策定す
る

シナリオに応じた
要員・人件費施策の検討

3

現状把握・分析

短期／中長期の複数シナリオ策定

1-1

情報収集
1-2

要員・人件費の
分析

1-3

削減余地の
洗い出し

2-1

現状の
事業計画確認

2-2

複数シナリオ
策定

2-3

シナリオ別
許容人件費算出

3-2

要員・人件費施策
の決定・最終化

1

2
3-1

シナリオと施策の
組み合わせ

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革9
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複数シナリオのイメージ

ビジネス環境を踏まえた短期シナリオ、中長期の回復に向けたシナリオを複数設定す
る

短期シナリオ 中長期シナリオ

当初の
中長期計画

楽観

悲観

楽観

中間

悲観

＜主な検討の観点＞
• 当初の計画に照らして、売上高・利益はどこ
まで回復させたいか／できるか？

• 人件費以外コスト（特に投資）の抑制分は
どこまで戻していくか？

売上高

＜主な検討の観点＞
• 景気後退の影響を受けて売上高はどこ
まで落ち込むか？

• 利益はどこまで死守すべきか？
• 人件費以外コストはどこまで抑制可能
か？

中間

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革10
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打ち手の方向性 具体的な施策と効果試算

1

2

3

4

5

6

7

9

10

11

XXX拠点の統廃合によるXXX人員数の削減

間接業務の集約による間接業務に従事する人員数の削減

役職定年制度の見直し（専任社員適用年齢の見直し）

採用人数の抑制

営業体制（経営管理単位・生産性・要員編成等）の見直しに

よる人員数の削減

地域限定社員制度の導入

中計に照らした賞与業績連動ロジックの設定

給与制度の見直し

（現行等級体系を変更しない or 抜本的改定）

借上げ社宅賃料の負担割合の改定

組織基準の見直し

（現行組織基準に照らしたXXXの管理スパンの適正化含む）

自由定年制度の適用8

人事制度

改定

領域別生産性

効率化施策

の実施

（組織再編・

業務再構築等）

人員数の

コントロール

A-1) 業績・役割と報

酬の連動性強化（人

件費単価の適正化）

A-2) 直間比率の改

善・拠点集約による

組織のスリム化

A-3) 業務遂行体制の

最適化による人員

のスリム化（特に、

管理職1等級の位

置づけの見直し）

A-4) 総額人件費管理

の徹底

A) 人件費抑制

単体の削減効果

Level.1 Level.2 Level 3.1 Level 3.2 Level 3.3

58.8 58.8 58.8 58.8 58.8

今後検討予定

－ － － － 276.1

260.4 260.4 374.0 374.0 374.0

17.4 43.1 85.9 85.9 85.9

－ － － 195.7 195.7

－ － 36.3 36.3 36.3

単体の正社員の削減効果 単体の正社員人数

Level.1 Level.2 Level 3 Level.1 Level.2 Level 3

69 69 69 2,361 2,361 2,361

今後検討

25 41 120 － － －

－ 55 55 － － －

－ 142 142 － － －

B) 生産性向上

給与制度の見直し
（現行等級体系を変更しない or抜本的改定）

中計に照らした賞与業績連動ロジックの設定

地域限定社員制度の導入

組織基準の見直し
（現行組織基準に照らしたXXXの管理スパンの適正化含む）

役職定年制度の見直し（専任社員適用年齢の見直し）

人事制度
改定

A-1) 業績・役割と報
酬の連動性強化（人
件費単価の適正化）

・・・

必要施策の検討イメージ

各シナリオの許容人件費を鑑みながら、各施策の効果試算を実施する

打ち手の方向性 具体的な施策と効果試算

1

2

3

4

5

6

7

9

10

11

XXX拠点の統廃合によるXXX人員数の削減

間接業務の集約による間接業務に従事する人員数の削減

役職定年制度の見直し（専任社員適用年齢の見直し）

採用人数の抑制

営業体制（経営管理単位・生産性・要員編成等）の見直しに

よる人員数の削減

地域限定社員制度の導入

中計に照らした賞与業績連動ロジックの設定

給与制度の見直し

（現行等級体系を変更しない or 抜本的改定）

借上げ社宅賃料の負担割合の改定

組織基準の見直し

（現行組織基準に照らしたXXXの管理スパンの適正化含む）

自由定年制度の適用8

人事制度

改定

領域別生産性

効率化施策

の実施

（組織再編・

業務再構築等）

人員数の

コントロール

A-1) 業績・役割と報

酬の連動性強化（人

件費単価の適正化）

A-2) 直間比率の改

善・拠点集約による

組織のスリム化

A-3) 業務遂行体制の

最適化による人員

のスリム化（特に、

管理職1等級の位

置づけの見直し）

A-4) 総額人件費管理

の徹底

A) 人件費抑制

単体の削減効果

Level.1 Level.2 Level 3.1 Level 3.2 Level 3.3

58.8 58.8 58.8 58.8 58.8

今後検討予定

－ － － － 276.1

260.4 260.4 374.0 374.0 374.0

17.4 43.1 85.9 85.9 85.9

－ － － 195.7 195.7

－ － 36.3 36.3 36.3

単体の正社員の削減効果 単体の正社員人数

Level.1 Level.2 Level 3 Level.1 Level.2 Level 3

69 69 69 2,361 2,361 2,361

今後検討

25 41 120 － － －

－ 55 55 － － －

－ 142 142 － － －

B) 生産性向上

間接機能から直接部門への人材シフト

エリア集約による・・・機能の効率化

○○のアウトソーシング

・・・

・・・

人事的
打ち手

B-1) BPRによる業務
改善余地の捻出、戦略
領域への人員のシフト

・・・

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革11

打ち手の方向性 具体的な施策と効果試算

単体の削減効果

Level.1 Level.2 Level3.1 Level 3.2 Level 3.3

58.8 58.8 58.8 58.8 58.8

今後検討予定

- - - - 276.1

260.4 260.4 374.0 374.0 374.0

17.4 43.1 85.9 85.9 85.9

- - - 195.7 195.7

単体の削減効果

Level.1 Level.2 Level3.1 Level 3.2 Level 3.3

58.8 58.8 58.8 58.8 58.8

今後検討予定

- - - - 276.1

260.4 260.4 374.0 374.0 374.0

17.4 43.1 85.9 85.9 85.9

- - - 195.7 195.7
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過度なダウンサイジングによるリスク

長期的な成長シナリオも見据えて対策を検討しなければ、過度なダウンサイジングに
より回復が困難となる恐れがある

大幅な処遇引き下げ

過度な採用抑制

大規模な人員削減

必要人員数の
確保が困難

成長に向けた
ケイパビリティ不足

回復・成長に向けた人材が量的・質的にも確保できず、
結果として人的資源の不足により対応が後手に回り他社に後れを取ることにつながる

大幅な人員削減・採用抑制に伴い、従来
以上の人材規模とするためには急激な人
員拡大が必要となるが、短期間における
大規模人員の確保や受け入れは容易で
はない

教育投資の大幅削減や過度な採用抑制
により一定期間十分な人材育成ができて
いない、またコア人材が流出する等によっ
て、戦力人材が不足
※育成には時間を要するため短期間での
“取り戻し”はできない

人材の量

人材の質

教育投資の大幅削減

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革12
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人事機能の再定義2

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革13
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人事部変革アプローチ

ポストコロナにおける社会・組織・人材・テクノロジーの変化を機敏に捉えた
人事部の機能再定義（高度化・効率化の両輪）が必要となる

デロイトの人事部変革サービスのコンセプト

人
事
の
「
高
度
化
」

人
事
の
「効
率
化
」

工数

人事部の
現在地

人事部の
目指す姿

組織・業務改革

経営の想い

最先端
テクノロジー 他社事例・競合情報

人
事
部
変
革

高付加価値業務へ
リソースシフト

 サービスレベル見直しによる
業務の廃止・簡素化

 組織・業務改革による業務の
外部化、工数の重複排除
業務のデジタル化

 デロイトのグローバル・日本の
方法論を活用しながら、

戦略、機能・組織、業務、人材
のあらゆる側面から再定義

 効率化により生じるリソースを
最大活用し、目指す姿実現に
向け施策実行

サービスレベル
見直し

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革14
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業務の効率化・高度化と業務量削減の考え方

機能再定義を行う上では、最終形の生産性を明らかにする必要あり。効率化・高度化
の貢献を峻別して把握する

現状 過渡期（効率化後） 最終形（高度化後）

 オペレーション業務に時間が割か
れ、現状のミッション・役割に求めら
れる企画業務に十分に時間をさけ
ていない

 まずは徹底的にオペレーションを効
率化し、余力を創出

 新体制におけるミッション・役割を踏
まえ企画業務にリソースをシフト

 一方で現状と比べれば、総業務量
は減少を狙う

STEP1 STEP2 STEP3

現状 効率化後

企画（中長期）

高度化後

企画（短期）

オペレーション

総業務量は減少を目指す（高度化・効率化後）

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革15
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生産性向上ドライバーと達成目標

前述の生産性として、将来に亘る要員・人件費を含めた改善目標値を設定する

ドライバー 内容 達成目標*1

ミッション・役割分担や、業
務付加価値に基づく組織
／人員の再構成

機能・責任・権限の見直しによる組織統廃合

提供サービスに基づく組織体制・要員の特定

SSC / BPO / システム / ロボティクスの活用も含め
た“Right Sourcing”の推進

20 ~ 30 %

（人的生産性
の改善）プロセスの「削減」「自動化」

「集約化」「標準化」

プロセスの改善と標準化
（非標準化プロセス・非効率プロセス・低付加価値プ
ロセスの排除）

効率的なプロセスを実現するための意思決定・手続
きの整備

ITインフラの整備
（既存機能拡張、新規機
能開発）

事業・機能ニーズに基づく既存システムの改修

システムインフラの拡張

Tobe-業務を実現するシステム要件の定義

間接材コストの最適化

技術革新や特定市場の有無を考慮した市場相場水
準へのコスト低減（サプライヤーマネジメント）

需要管理の改善、販促物の購入やサービス等の調
達集約化・合理化（デマンドマネジメント）

10 ~ 20 %

達成期間*1

6か月 ~

~ 6か月

*1：当社実績に基づく一般的な達成目標・期間

組織・人員の
最適化

業務プロセスの
最適化

ITインフラの
合理化

支出削減と
需要管理

ポストコロナを見据えた要員人件費計画・人事業務改革16
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